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論点１ 多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 

 １－２ 週２０時間未満勤務の障害者への対応 



論点１ 多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 

  １－１ 障害者の職業生活の自立の推進 

（障害者全般、中高年齢障害者、精神障害者等） 

  １－２ 週２０時間未満勤務の障害者への対応 

  １－３ 在宅就業等の雇用以外の働き方をする障害者への対応 

（在宅就業支援制度等について） 

  １－４ 地域の支援機関の連携促進や各種支援策の在り方 等 

論点２ 中小企業における障害者雇用の推進 

論点３ その他、制度の在り方について 

本研究会において今後検討を行って頂きたい論点 
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多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 
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〇 障害者雇用対策の推進にあたり、雇用の量については一定の改善が見られる中、今後、希望や特性に合った仕事で長く安定
的に働き続けられる等、いわゆる雇用の質の向上に着実に取り組むべきとの方向性については、共通の課題として議論が進め
られてきたものと考えられる。 

 
○ 雇用の質の向上を考えるに当たって、具体的指標や中身についても様々な視点が言及されているところであるが、障害者一人
ひとりの希望や障害特性等も多様化する中、どのような視点から今後の障害者雇用対策を進めていくことが考えられるか。 

 
〇 例えば、いわゆる正社員として雇用した場合や、週４０時間（又は正社員と同水準の勤務時間）勤務によって雇用した場合、長
期間にわたって雇用し続けてきた場合などが、更なる職業生活の自立に資するような雇用を行っている場合と考えられるが、こう
した取組を雇用率制度や納付金制度において追加的なポイントとして評価してはどうかという意見については、どう考えるか。 

 
〇 中高年齢層の障害者が離職した背景としては、体力の低減等が考えられるが、中高年齢層の障害者が、長く安定的に働き続
けられる環境を整備するため、どういった方策が考えられるか。 

 
〇 精神障害の方をはじめ、職場定着に困難を抱えるケースも多く見られるが、その障害の特性や、一人ひとりの傾向等に対応し
て、長く安定的に働き続けられるようになるため、具体的には、どのような対応が考えられるか。 

 
〇 近年のＩＣＴの発展や多様な働き方の浸透により、働く時間や場所等の制約が取り払われつつある中、週２０時間未満での勤務
を希望する者や、週２０時間未満であれば働くことができるといった者も多く見られることから、こうした者への対応が求められて
いるのではないか。 

 
〇 障害者の多様な働き方の希望を実現するためには、雇用に限定せず、企業活動の中で、障害者の就労に対する支援も促して
いくことも求められているのではないか。こうした取組が、中期的には障害者雇用の促進に繋がるようなことも考えられるが、在
宅就業支援制度等について、どのような対応が求められているのか。 

 
〇 障害者の働き方の質の向上に向けては、上記のような取組に加えて、各種助成制度の活用や、地域の就労支援機関の連携
促進など、具体的にどのような方策が求められているのか。 



ヒアリング等において出された意見 

○ 週２０時間未満勤務の障害者への対応に関して、関係団体等からのヒアリングにおいて、次のような意

見が出たところである。 

 

・ 精神障害領域については、週20時間未満での就労可能者は多いので、この時間枠での採用の在り方

を確立する必要がある。 

・ 雇用率に、週20時間未満が算出の対象にされない現状に課題がある。週20時間未満しか働けない人、

かつそれで満足している人がいるが、現状では、雇用率にカウントされないので、企業のメリットはない

ため雇用につながらない。

・  障害者短時間トライアルコースで10時間以上が認められるということの整合性を考えると、10時間以上

での雇用もカウントに入れるべき。

・  たとえ２時間であっても３時間であっても、家で引きこもっているよりはそういう施設に通う、あるいは企

業で働くということによって大きく社会参加が進む。

・  20時間未満に関しても、精神障害者において時間を短くせざるを得ない条件に応じて、それぞれの場

合にも法定雇用率に換算すべき。

・  週20時間未満の労働者も雇用率の対象にすべきであるという意見については、当面は、助成金を最大

限活用しながら雇用状況を精査し、中期的な検討課題とすべきである。

・  短時間カウントというもの自体を議論する必要があるのではないか。
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・ 第2回みんなネット、第3
回全国就労移行支援事業
所連絡協議会、第3回全重
協ヒアリング資料、第3回日
盲連意見 
 
・第3回育成会、第5回
SASECヒアリング資料 
 
・第2回全国就業支援ネット
ワークヒアリング資料 
 
・第3回みんなネット発言 
 
・第4回全Aネットヒアリング
資料 
 
・第5回経団連ヒアリング資
料 
 
・第8回みんなネット意見 



多様化する障害者の働き方（イメージ） 
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＜従来＞ 

雇用労働者 
※週２０時間以上勤務 

在宅就労・施設内就労 

日中活動等の支援 
（就労等が困難） 

＜最近＞ 

雇用労働者 
※従来型の週２０時間
以上勤務 

在宅就労（フリーランス
を含む）、施設内就労 

日中活動等の支援 
（就労等が困難） 

雇用労働者 
※超短時間雇用や在宅雇用等 

（主な対象者のイメージ） 

・ 物理的な移動や疲労等に

制約を抱える身体障害者 

・ 疲労や症状悪化を防止す

る観点から長時間勤務が

困難な精神障害者 等 

○ 従来は、仕事をするための空間的な制約や、障害による移動や疲労といった制約のため、一定時間以上
働くことのできない障害者は、「在宅での就業」が主な選択肢であった。 

○ 近年、ＩＴ技術の進化や働き方の柔軟化を前提に、就労を希望する障害者の多様化等も相俟って、雇用労
働の中で、在宅やサテライトオフィス等の活用や、超短時間（週20時間未満）による雇用という選択肢が広ま
りつつあるのではないか。 



週20時間未満勤務者のイメージ 
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・ 徐々に筋力が低下していく難病「脊髄性筋萎縮症」によ

り、手先でマウスを数センチ動かせる程度、夜間は人工

呼吸器を使用。 

・ 入院し生活介助を受けながら週10数時間程度、テレ

ワークで勤務。 

・ 広報業務（メールマガジンやSNS、ブログの執筆や編

集）を担当。 

※ 通常のキーボードを操作できないため、「スクリーンキーボー
ド」（マウス操作のみで文字入力可能）などを活用 

重度の身体障害者がテレワークで就労  事例１ 

事例２ 精神・発達障害者を超短時間で雇用 

・ 精神・発達障害者を超短時間雇用。 

・ 資料のPDF化や英訳、デザイン、SNSによる広報などを、それぞれ担当。 

・ 当初、週１日４時間からスタートし、１年で週３日４時間になる等、一定割合の者は

勤務時間が延びていく。 



週20時間未満勤務の労働者の数 
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○ 一般労働者、障害者である労働者とも、週所定労働時間20時間未満で勤務する労働者の数は徐々
に増加しているが、一般労働者に比べ、障害者である労働者の方がその割合は低水準となっている。 
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（出典）労働力調査（平成29年、平成25年）、障害者雇用実態調査（平成25年度、平成20年度。「不明」回答については、各時間に按分。） 



一般事業所への就職件数（障害種別・就業時間別） 
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○ 障害者就業・生活支援センターの支援を受け、平成28年度に一般事業所へ就職した者を見てみる
と、週所定労働時間20時間未満で就職した者の割合は精神障害者の場合が最も多く、10％近くにの
ぼっている。 

（出典）障害者就業・生活支援センター事業 実施状況報告（平成28年度） 
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ハローワークにおける就職率（希望就業時間別、障害種別） 
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○いずれの障害種別についても、希望就業時間別に見ると、週20時間未満での就業を希望する場合の
就職率が最も低くなる傾向にある。 
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（出典）厚生労働省調べ 



テレワーク人口及びテレワーク導入企業数 
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○ 平成26年における在宅型テレワーカー数は、平成20年と比べると1.6倍となっている。 
○ テレワークを実施している企業は、全体としては、近年上昇傾向にある。 
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テレワークを導入している企業割合 在宅型テレワーカー数 

（出典）国土交通省「平成26年度 テレワーク人口実態調査」 
在宅型テレワーカーとは、ふだん収入を伴う仕事を行っている人の中で、仕事でICTを利用して
いる人かつ、自分の所属する部署のある場所以外で、ICTを利用できる環境において仕事を行
う時間が1週間あたり8時間以上である人のうち、自宅（自宅兼事務所を除く）でICTを利用でき
る環境において仕事を少しでも行っている（週1分以上）人。 

（出典）平成28年通信利用動向調査 

（万人） 



テレワーカーの平均仕事時間 
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○ テレワーカーの平均仕事時間は、「サテライト型」が4.1時間／日で、「在宅型」の2.9時間／日を上回り
最長。「モバイル型」は2.2時間／日で、短時間利用が多い。 

（出典）国土交通省「平成26年度 テレワーク人口実態調査」 
「テレワーカー」とは、これまでＩＣＴ等を活用し、普段仕事を行う事業所・仕事場とは違う場所で仕事をしたことがあると回答した人。 
 ・在宅型テレワーカー：自宅でテレワークを行うテレワーカー 
 ・サテライト型テレワーカー：自社の他事業所、または複数の企業や個人で利用する共同利用型オフィスやコワーキングスペース等でテレワークを行うテレワーカー 
 ・モバイル型テレワーカー：顧客先・訪問先・外回り先、喫茶店・図書館・出張先のホテル等、または移動中にテレワークを行うテレワーカー 

在宅型 サテライト型 モバイル型 

テレワーカーの割合 ※ 

（ ）内は在宅型との重複を除いた割合 
４７．１％ 

 
５１．０％ 
（３４．３％） 

５１．７％ 
（２５．８％） 

平均仕事時間 ２．９時間／日 ４．１時間／日 ２．２時間／日 

週１日以上テレワークを実施しているテ
レワーカーの割合 

６０．８％ ４９．３％ ５０．２％ 

仕
事
内
容 

メール・スケジュール等の簡単な
確認、ネット検索 

８２．７％ ８４．２％ ８８．７％ 

資料作成 ７３．９％ ６９．４％ ５９．１％ 

テレビ会議 １１．０％ １８．８％ １０．５％ 

その他 ８．２％ ４．５％ ８．５％ 

※重複回答を含むため、在宅型、サテライト型、モバイル型の合計値は100％とはならない。 



０～19時間 20時間～ 30時間～ 40時間～ 

社会保険制度等の要件（週所定労働時間） 
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雇用保険 

労災保険 

健康保険・厚生年金保険 

健康診断 

・従業員501人以上の企業の場合 
・従業員500人以下の企業で労使
合意した場合 

実施することが望ましい 

○ 社会保険制度の被保険者要件等における週所定労働時間は、それぞれ次のとおりであり、週20時間以上と週20時間未
満の労働者の間でセーフティネットの状況は大きく異なっている。 

※ 週所定労働時間以外の要件については割愛している。 
※ 健康保険及び厚生年金保険に関しては、同一の事業所に使用される通常の労働者の週所定労働時間が40時間である場合。 
※ 健康診断に関しては、同じ事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の週所定労働時間が40時間である場合。 



論点（２０時間未満勤務の障害者への対応） 

〇 精神障害者等をはじめ、様々な制約・事情から、ごく短時間での勤務とせざるを得ない者も就業希望者の中には一

定数含まれている中、こうした機会により、その後の安定的な就労や、職業能力の向上等にも期待されることを、適切

に評価することとしてはどうか。 

 

〇 現行の在宅就業支援制度と同様に、週２０時間未満勤務（常用労働の場合）の障害者に係る所定労働時間等に応じ

て、障害者雇用納付金制度における負担の調整を行う仕組みを、制度上組み込むことが考えられるのではないか。

（現行制度上、週２０時間未満勤務については全く対象となっていないことから、新たにどういった支援措置を講ずる場

合であっても、制度上、明確に位置づける必要があるものと考えられる。） 

 

〇 他方で、週２０時間以上勤務の場合と比較して、社会保険制度におけるセーフティネット等にも違いがあること等か

ら、週２０時間以上勤務を雇用率の対象とすることとは、一定の差を設ける必要があるのではないか。 

 

〇 具体的には、各法人における週20時間未満勤務の障害者の所定労働時間に応じて、在宅就業障害者支援制度に

おける特例調整金に該当するような給付金を支給していくことが考えられるのではないか。 

 

〇 障害者雇用納付金制度における負担の調整を行う対象としては、①雇用率制度の対象となる身体障害者、知的障

害者及び精神障害者とする方法のほか、②精神障害者及び医師又は支援機関等において短時間での就労に制限す

る必要があるとされた障害者に限定する方法などが考えられるが、どのような対象とすることが考えられるか。 

◎ 週２０時間未満勤務の障害者について、特に精神障害者の特性等を踏まえると、制度上の対応を図るべきとの声が

多い。対応の方向性について、具体的には次のような論点があるが、どのように考えるか。 
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論点１ 多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 

 １－１ 障害者の職業生活の自立の推進 
      （精神障害者等） 



論点１ 多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 

  １－１ 障害者の職業生活の自立の推進 

（障害者全般、中高年齢障害者、精神障害者等） 

  １－２ 週２０時間未満勤務の障害者への対応 

  １－３ 在宅就業等の雇用以外の働き方をする障害者への対応 

（在宅就業支援制度等について） 

  １－４ 地域の支援機関の連携促進や各種支援策の在り方 等 

論点２ 中小企業における障害者雇用の推進 

論点３ その他、制度の在り方について 

本研究会において今後検討を行って頂きたい論点 

16 



多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 

17 

〇 障害者雇用対策の推進にあたり、雇用の量については一定の改善が見られる中、今後、希望や特性に合った仕事で長く安定
的に働き続けられる等、いわゆる雇用の質の向上に着実に取り組むべきとの方向性については、共通の課題として議論が進め
られてきたものと考えられる。 

 
○ 雇用の質の向上を考えるに当たって、具体的指標や中身についても様々な視点が言及されているところであるが、障害者一人
ひとりの希望や障害特性等も多様化する中、どのような視点から今後の障害者雇用対策を進めていくことが考えられるか。 

 
〇 例えば、いわゆる正社員として雇用した場合や、週４０時間（又は正社員と同水準の勤務時間）勤務によって雇用した場合、長
期間にわたって雇用し続けてきた場合などが、更なる職業生活の自立に資するような雇用を行っている場合と考えられるが、こう
した取組を雇用率制度や納付金制度において追加的なポイントとして評価してはどうかという意見については、どう考えるか。 

 
〇 中高年齢層の障害者が離職した背景としては、体力の低減等が考えられるが、中高年齢層の障害者が、長く安定的に働き続
けられる環境を整備するため、どういった方策が考えられるか。 

 
〇 精神障害の方をはじめ、職場定着に困難を抱えるケースも多く見られるが、その障害の特性や、一人ひとりの傾向等に対応し
て、長く安定的に働き続けられるようになるため、具体的には、どのような対応が考えられるか。 

 
〇 近年のＩＣＴの発展や多様な働き方の浸透により、働く時間や場所等の制約が取り払われつつある中、週２０時間未満での勤務
を希望する者や、週２０時間未満であれば働くことができるといった者も多く見られることから、こうした者への対応が求められて
いるのではないか。 

 
〇 障害者の多様な働き方の希望を実現するためには、雇用に限定せず、企業活動の中で、障害者の就労に対する支援も促して
いくことも求められているのではないか。こうした取組が、中期的には障害者雇用の促進に繋がるようなことも考えられるが、在
宅就業支援制度等について、どのような対応が求められているのか。 

 
〇 障害者の働き方の質の向上に向けては、上記のような取組に加えて、各種助成制度の活用や、地域の就労支援機関の連携
促進など、具体的にどのような方策が求められているのか。 



ヒアリング等において出された意見 

○ 障害者の職業生活の自立の推進（精神障害者等）に関して、関係団体等からのヒアリングに

おいて、次のような意見が出たところである。 

 

・ 精神障害者の場合、障害に対する抵抗感や社会的偏見も相まって手帳所持者と自立支援

医療受給者証取得者に大きな乖離がある。これに対処するため、雇用率カウント対象者を自

立支援医療受給者もその範囲とすることを求める。

・ 精神障害者保健福祉手帳に関し、返却など過去に手帳を保持したことがある場合について

も、再発の恐れがあるなど本人の希望に添う形で、一定期間は雇用率・納付金の対象とすべ

き。

・ 精神障害者には障害態様や発現状況に個別の特性差があって労働能力にも個人差が存

在し、重度とは称さないまでも課業の遂行面で個人により対応に顕著な差がある。

・ 精神障害者については、就労能力や職業適性に関する判定等が困難なことから、統一的に

判定できるような支援が必要である。そのため、精神障害者の職業能力や適性などを把握・

認定する基準作りに向けて、早急に、有識者検討会を設置し議論を進めるべき。 

・ 精神障害者に対する定着支援については、様々な主体により、就労支援機関や雇用企業

にそれほどの負担感をかけずに安定的に働けるようになる支援ツール等が構築されてきて

いることから、こうした方法の共有等が必要である。 

18 

・第2回みんなネットヒアリング
資料 
 
・第5回経団連ヒアリング資料 
 
・第5回SASECヒアリング資料 
 
・第5回経団連ヒアリング資料 
 
・２／２３資料２のｐ４ 



重
度
◎ 

１
級 

視覚障害：両眼の視力の和が0.01以下のもの。 
肢体不自由：両上肢・下肢の機能を全廃したもの。 

両上肢を手関節以上で欠くもの。又は両下肢を大腿の２
分の１以上で欠くもの。 

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により自己の身辺の日  
常生活が極度に制限されるもの。 

２
級 

視覚障害：両眼の視力の和が0.02以上0.04以下のもの。 
聴覚障害：両耳全ろう。 
肢体不自由：両上肢・下肢の機能の著しい障害。 

両上肢のすべての指を欠くもの。又は両下肢の下腿の２
分の１以上で欠くもの。 

非
重
度
○ 

３
級 

視覚障害：両眼の視力の和が0.05以上0.08以下のもの。 
聴覚障害：耳介に接しなければ大声語を理解し得ないもの。 
肢体不自由：両上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの。 
         一上肢のすべての指を欠くもの。 
         一下肢の機能を全廃したもの。 
内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により家庭内での日常生 

活が著しく制限されるもの。 

４
級 

視覚障害：両眼の視力の和が0.09以上0.12以下のもの。 
聴覚障害：耳介に接しなければ話声語を理解し得ないもの。 
肢体不自由：両上肢のおや指を欠くもの。 
         一上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの。 
         一下肢の機能の著しい障害。 
内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により社会での日常生活

活動が著しく制限されるもの。 

５
級 

視覚障害：両眼の視力の和が0.13以上0.2以下のもの。 
肢体不自由：両上肢のおや指の機能の著しい障害。一下肢の股関節

又は股関節の機能の著しい障害。 

６
級 

視覚障害：一眼の視力が0.02以下、他眼の視力が0.6以下のもので、
両眼の視力の和が0.2を超えるもの。 

聴覚障害：40センチメートル以上の距離で発声された会話語を理解し
得ないもの。 

肢体不自由：一上肢のおや指の機能の著しい障害。一下肢の足関節
の機能の著しい障害。 

（参考２）身体障害者手帳制度 

精神障害者保健福祉手帳の等級の基準について 

重度（Ａ） 
◎ 

 知能指数が概ね35以下であって、次のいずれかに
該当する者。 

・ 食事、着脱衣、排便及び洗面等日常生活の介助を
必要とする。 
・ 異食、興奮などの問題行動を有する。 

それ以外（Ｂ） 
○ 

 知能指数が概ね50以下であって、盲、ろうあ、肢体不自
由等を有する者。 

１級 
○ 

精神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめ
る程度のもの。 

２級 
○ 

精神障害であって、日常生活が著しく制限を受けるか又は日
常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの。 

３級 
○ 

精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受け
るか、又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必
要とする程度のもの。 

（参考１）療育手帳制度 

（注） 

・ 療育手帳は各自治体の独自制度であるため、判定区分や呼び名は自治体
によって異なる。 
・ 国が示している障害の程度は「重度（A）」と「それ以外（B）」のみ。 

・ 上記の知能指数の数値の他に、「学習能力」「作業能力」「社会性」等を参考

に、総合的に障害の等級は決定される。  

精神障害者保健福祉手帳制度 
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障害者の就労困難性と職業適性について 

20 

○ 一人ひとりの職業能力を考える際に、一般には職業適性に目が向きがちであるが、実際に長く働くことができるかといっ
た程度や、雇用する際の事業主に求められる配慮等の程度については、実際には、ピラミッドの下にあるような日常生活
や健康の管理といった、通常の生活を送ることのできる能力が重要な要素を占めている。 

（出典）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構『平成30年度版就業支援ハンドブック』p16より引用 



精神障害の症状と、就労や支援の状況例 

うつ病 統合失調症 

２級 ⚪⚪福祉業・事務職・フルタイム正規（４０代女性） 

 他人の評価を気にしすぎるため、他の社員の揉め事や悩みに
巻き込まれやすく、極端に疲労しやすい性格。支援機関の利用
により症状が安定してきたことから、派遣社員としての事務職の
経歴を生かせるよう、ハローワーク職員が求人開拓。 
 
・・建設業・設計職・フルタイム正規（４０代女性） 

 周囲との関係が上手くいかないと感じると、精神的に不安定と
なり、仕事の集中力・意欲の低下が顕著となり、些細なきっかけ
で自信を喪失する。自信の障害特性について事業所に配慮をお
願いしたいことを説明し、理解を得たことで不安軽減に繋がり、
安心して働くことができている。 

⚪⚪清掃業・清掃職・短時間非正規（５０代男性） 

 仕事中に意識が飛んで座り込んでいることや、指示取り間違えが多
発。漏らしてしまうことも。医療機関も交えて就労時間の調整を図った
他、事業所への症状の説明（指示の仕方など）等を行い、就労継続可
能に。結果としてミスが減り、本人の体調も回復傾向。 
 
⚪⚪食品製造業・現業職・フルタイム非正規（４０代男性） 

 以前は周囲に障害理解のある人がいなかったためコミュニケーショ
ンが職場内で取れず、孤立し、さらに体調を悪化させて離職。現在の
職場では、事業所に理解を求めた結果、周囲が優しく接してくれるた
め、本人も働きやすい様子。 

３級 ⚪⚪小売業・販売職・フルタイム非正規（３０代男性） 

 もともと頑張りすぎる性格のためオーバーワークして複数の離
転職を繰り返した後、数年間就労から離れていた。ハローワーク
より、以前就労していた企業に接触したところ採用。店長が障害
者雇用に理解があることから、パニックの際にはバックヤードで
休憩すること等を了承され、安心して就労。 
 
⚪⚪就労移行支援事業所への通所（３０代男性） 

 表情は弛緩した状態で、将来の目標に一貫性がないことや、
「生きている価値がない」と言った発言を繰り返す状態。地域の
保健師等とも連絡しつつ、徐々に生活環境を整えていき、就労
移行支援事業所への通所を開始。 
 
⚪⚪医療業・準看護職・短時間非正規（４０代女性） 

 症状の不安定さがあり、すぐに不安に感じるが、経済的理由等
から就労を強く希望。看護師として以前勤務していた経験を生か
して、準看護的な業務で就労。事業所からも「業務への評価」を
できる限り伝えてもらうことで本人も安心して就労できるように変
化。 

⚪⚪卸売業・事務職・短時間非正規（４０代男性） 

 被害的に物事を捉えがちで、「怒鳴る」人が近くにいると精神的な負
担が大きく症状の悪化につながる。家庭を支えたいという思いが極端
に強い。国立大理系出身のため、家族からも障害者雇用への拒否感
が当初大きかったが、障害受容が進み、就労。穏やかな雰囲気の職
場で働き始めて勤務開始前と比べて別人のように生き生きとしている
様子。 
 
・・福祉業・介護補助職・フルタイム非正規（３０代男性） 

 就業後も週１回ペースで支援機関に相談の電話をかける等、不安症
状が強い。時折、怠薬や自己調整により症状が悪化することがあった
が、本人の不安に対して職場から好評価を得ていることを伝えるととも
に、勤務時間を短縮して就業継続をしている。 
 

⚪⚪小売業・現業職・短時間非正規（２０代女性）※家族の反対により手帳なし 

 服薬をやめたことで妄想の症状が発生し、症状が悪化。幻聴もかな
り出る様子。体調不良や幻聴が出てきた時の対処方法を徐々に体得
し、周囲と積極的にコミュニケーションも図れるようになったので、徐々
に就労支援。一旦フルタイムで就労したが、短時間に移行して、体調
も安定。 21 
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※ 『障害者の就業状況等に関する調査研究』 （2017年、JEED）における調査をもとに厚生労働省が独自に作成。 
※一般求人については、サンプルが少ないことから発達障害者を除いて表を作成。また、知的障害者については、表には含んでいるものの、相対的には回答数が 

 少ないことに留意が必要。 

〇 いずれの障害種別でも、障害者求人、一般求人開示、一般求人非開示の順に定着率が低下する傾向。 
○ 障害者求人において、知的障害や発達障害は比較的安定しているのに対して、精神障害の場合は定着率 
  が低水準となっている。 
〇 一般求人において当初大幅に離職する傾向はあるが、３～６ヶ月経過後からは、比較的定着状況が安定。 

（職場定着率） （職場定着率） 

（経過期間） （経過期間） 
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出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』 （2017年、JEED）  

障害者の職場定着率 
（就労前訓練の受講の有無別） 

障害者の職場定着率 
（地域の就労支援機関との連携の有無別） 
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    地域の支援機関を活用した場合の定着状況について 

○ 障害者の定着状況については、就労前の訓練受講や、ハローワークと地域の就労支援機関との連携による支援が「あ
る」方が、「ない」場合よりも、定着率が高い。 
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事業主と精神障害者との情報共有のためのツール例① 

（出典）障害者職業総合センター職業センター支援マニュアルNo.１３「発達障害者のワークシステム・サポートプログラム  ナビゲーションブックの作成と活用」 

ナビゲーションブック 

○ 障害者自身の特徴やセールスポイント、障害特性、職
業上の課題、事業所に配慮してほしいこと等をまとめて、
事業主や支援機関に説明する際に活用するツール。 

○ 支援者によるアセスメント等を通じて、障害者本人が主
体的に作成する。 

○ 発達障害者向けのツールとしてＪＥＥＤが開発したもの
だが、発達障害者以外も利用できる。 
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事業主と精神障害者との情報共有のためのツール例② 

（出典）障害者職業総合センター「地域就労支援における情報の取得と活用のガイドブック」 

地域就労支援における情報の取得と活用のガイドブック 

○ 地域関係機関の就労支援、地域連携、情報共有を一体
的に支えるための情報支援ツールとして、ＪＥＥＤが開
発。 

○ 共通様式として様式１から様式６まであり、この様式２で
は、本人、家族、職場、地域の支援機関等がもつ必要の
ある共通認識を整理できる。 
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事業主と精神障害者との情報共有のためのツール例③ 

就労移行支援のためのチェックリスト 

○ 就労移行支援事業者が対象者について支援すべき事項を明らかにするためのツールとして、ＪＥＥＤが作成。 

○ 「必須チェック項目」（個別支援計画を策定するに当たって重視すべき項目）と、「参考チェック項目」（就労移行支援を
よりよく進めるために参考となる項目）があり、個別支援計画を作成し、就労支援サービスを進めていく中で、対象者が
就労に移行するための現状を把握することができる。 

（出典）障害者職業総合センター「就労移行支援のためのチェックリスト」 

必須チェック項目 

日常生活 ・起床 ・生活リズム ・食事 ・服薬管理 ・外来通院 
・体調不良時の対処 ・身だしなみ ・金銭管理  
・自分の障害や症状の理解 ・援助の要請 ・社会性 

働く場での対
人関係 

・あいさつ ・会話 ・言葉遣い  
・非言語的コミュニケーション ・協調性  
・感情のコントロール ・意思表示 ・共同作業 

働く場での行
動・態度 

・一般就労への意欲 ・作業意欲 ・就労能力の自覚  
・働く場のルールの理解 ・仕事の報告 ・欠勤等の連絡 
・出勤状況 ・作業に取り組む態度 ・持続力  
・作業速度 ・作業能率の向上 ・指示内容の理解 
・作業の正確性 ・危険への対処 ・作業環境の変化への対応 

各項目について、５段階又は２段階のチェックを行う。 

参考チェック項目 

・仕事の自発性 ・仕事の準備と後片付け ・巧緻性 ・労働福祉的知識 
・家族の理解 ・交通機関の利用 ・指示系統の理解 ・数量、計算 ・文字 



27 （出典）障害者職業総合センター「幕張ストレス・疲労アセスメントシート MSFASの活用のために」 

事業主と精神障害者との情報共有のためのツール例④ 

幕張ストレス・疲労アセスメントシート（ＭＳＦＡＳ）第３版 

○ 就労支援の場において、ストレス・疲労を把握し、対処方法を検討するツールとして、ＪＥＥＤが開発。 
○ カテゴリーごとにシートが構成されており、（Ⅰ）～（Ⅳ）のパターンに応じて、各シートを柔軟に組み合わせて活用する。 
○ 職業相談にあたり、①基本情報を収集し、②自己理解を促進し、③具体的な対処方法を検討するために、各場面で活
用できる。 

シート カテゴリー 
（Ⅰ）
（Ⅱ） 

（Ⅲ） （Ⅳ） 

Ａ 自分の生活習慣・健康状態をチェックする ○ ○ ○ 

Ｂ ストレスや疲労を解消するリラックス方法を整理する ○ ○ 

Ｃ あなたが受けているサポートについて整理する ○ ○ 

Ｄ 

学校生活について整理する ○ 

これまで携わった仕事について整理する ○ ○ ○ 

これからの仕事や働き方について整理する ○ ○ 

Ｅ 障害認識や医療情報を整理する ○ ○ ○ 

Ｆ ストレスや疲労を感じる状況について整理する ○ ○ ○ 

Ｇ 医療情報整理シート ○ ○ 

Ｈ 
ストレス状況の解決法 ○ ○ 

ストレス温度計 ○ 

Ｊ 支援手続の課題分析シート ○ 

Ｋ 対処方法の検討シート ○ 

Ｍ フェイスシート ○ 

想定される主な障害 
（Ⅰ）知的障害を伴わない発達障害 
（Ⅱ）軽度知的障害を伴う発達障害・軽度知的障害 
（Ⅲ）統合失調症 
（Ⅳ）うつ病（休職者） 

（例）シートＤ 



論点（精神障害者等の職場定着支援） 

〇 障害者の定着状況については、ハローワークと地域の就労支援機関との連携による支援がある方が、定着率が高く

なるというデータがある。これを踏まえ、企業による効果的な職場定着への配慮にも繋げていくために、本人の障害理

解や特長・特性の理解を促すとともに、支援機関間での情報共有等を促すことを考えてはどうか。 

 

〇 ハローワーク等においては、当人に障害情報の開示・非開示の自由があることを前提としつつも、支援機関を活用し

ながら障害情報を開示することのメリットについて、丁寧な説明を行っていくことが考えられるのではないか。 

 

〇 また、本人の障害理解や支援機関同士での情報連携等を促すとともに、事業主による環境整備を促すため、就労に

向けた情報共有フォーマット（就労パスポート）を整理し、利活用の促進を図ることが考えられるのではないか。 

 

〇 その際、全国的に普及して行くに当たってどのようなものが望ましいかについて、既存の様式も基にフォーマットの検

討を進めるとともに、支援機関同士の具体的な情報連携の進め方等についても検討していくことが考えられるのでは

ないか。 

 

〇 他方、特に精神障害者について、一人ひとりの就労適性等を把握するための基準等については、フランス等におけ

る就労能力の判定の仕組みの調査等を進めるとともに、前述の就労パスポートの活用状況等も踏まえつつ、日本の

雇用現場へ適応できるか等を検討していくことが考えられるのではないか。 

 

〇 また、雇用率の適用される精神障害者の範囲等についても、様々な意見が見られたが、こうした検討の状況を踏ま

えることとしてはどうか。 

◎ 精神障害者等について、職場定着に困難を抱えるケースが多く見られることについて、更なる対応が必要との意見

が多く見られた。対応の方向性について、具体的には次のような論点があるが、どのように考えるか。 

28 
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前回の研究会での指摘事項に対する回答 



多様な働き方のニーズ等に対応した障害者の働き方の質の向上 

30 

〇 障害者雇用対策の推進にあたり、雇用の量については一定の改善が見られる中、今後、希望や特性に合った仕事で長く安定
的に働き続けられる等、いわゆる雇用の質の向上に着実に取り組むべきとの方向性については、共通の課題として議論が進め
られてきたものと考えられる。 

 
○ 雇用の質の向上を考えるに当たって、具体的指標や中身についても様々な視点が言及されているところであるが、障害者一人
ひとりの希望や障害特性等も多様化する中、どのような視点から今後の障害者雇用対策を進めていくことが考えられるか。 

 
〇 例えば、いわゆる正社員として雇用した場合や、週４０時間（又は正社員と同水準の勤務時間）勤務によって雇用した場合、長
期間にわたって雇用し続けてきた場合などが、更なる職業生活の自立に資するような雇用を行っている場合と考えられるが、こう
した取組を雇用率制度や納付金制度において追加的なポイントとして評価してはどうかという意見については、どう考えるか。 

 
〇 中高年齢層の障害者が離職した背景としては、体力の低減等が考えられるが、中高年齢層の障害者が、長く安定的に働き続
けられる環境を整備するため、どういった方策が考えられるか。 

 
〇 精神障害の方をはじめ、職場定着に困難を抱えるケースも多く見られるが、その障害の特性や、一人ひとりの傾向等に対応し
て、長く安定的に働き続けられるようになるため、具体的には、どのような対応が考えられるか。 

 
〇 近年のＩＣＴの発展や多様な働き方の浸透により、働く時間や場所等の制約が取り払われつつある中、週２０時間未満での勤務
を希望する者や、週２０時間未満であれば働くことができるといった者も多く見られることから、こうした者への対応が求められて
いるのではないか。 

 
〇 障害者の多様な働き方の希望を実現するためには、雇用に限定せず、企業活動の中で、障害者の就労に対する支援も促して
いくことも求められているのではないか。こうした取組が、中期的には障害者雇用の促進に繋がるようなことも考えられるが、在
宅就業支援制度等について、どのような対応が求められているのか。 

 
〇 障害者の働き方の質の向上に向けては、上記のような取組に加えて、各種助成制度の活用や、地域の就労支援機関の連携
促進など、具体的にどのような方策が求められているのか。 



障害種別の平均給与及び平均勤続年数 

31 

（出典）障害者雇用実態調査（平成25年度）をもとに、相互に比較できる数値とするため、30代の雇用者に限定して調査。  
各項目中、金額は「決まって支給する給与（平成２５年１０月分）、括弧内の年数は平均勤続年数。 
本調査における「きまって支給する給与」とは、基本給、超過労働給与、通勤手当、精勤皆勤手当、家族手当が含まれ、賞与、期末手当等は
含まない。なお、本調査においては就労継続支援Ａ型事業所を調査対象外とはしていない。 

     賃金構造基本統計調査（平成29年） 
短時間労働者は除く。本調査における「きまって支給する給与」とは、障害者雇用実態調査と同じ。 

  
正社員 
無期契約 

正社員以外 
無期契約 

正社員以外 
有期契約 

身体障害者 
２８．８万円 
（10.1年） 

１８．６万円 
（8.2年） 

１７．４万円 
（5.5年） 

知的障害者 
１８．７万円 
（13.7 年） 

１３．８万円 
（11.4年） 

１３．２万円 
（8.7年） 

精神障害者 
２３．０万円 
（4.3年） 

１４．４万円 
（3.6年） 

１２．９万円 
（2.8年） 

一般労働者 
30代前半 

30代後半 

３２．０万円（7.6年） 

３５．１万円（10.5年） 

２１．７万円（5.1年） 

２１．９万円（6.2年） 

２３．６万円（3.8年） 

２３．５万円（4.9年） 

○ いずれの障害種別においても、「きまって支給する給与」の平均は、正社員がもっとも高く、正社員以外
の無期雇用、有期雇用の順に低くなる。平均勤続年数も同様の傾向にある。 

（参考）福祉的就労における平均収入（月額） 
  ・就労継続支援Ａ型事業所  ７．１万円（賃金） 
  ・就労継続支援Ｂ型事業所  １．５万円（工賃） 


